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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(注)１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．提出会社の経営指標については、従来、単位未満の金額を切り捨てて記載していたが、前中間会計期間より単位未満の金額を四捨五入

して記載することとした。 

４．当中間連結会計期間より、平均臨時雇用人員の総数が従業員数の100分の10を超えたため、[ ]内にて表示している。 

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期 

決算年月 平成15年9月 平成16年9月 平成17年9月 平成16年3月 平成17年3月 

(1)連結経営指標等      

売上高(百万円) 197,750 273,154 284,195 420,080 559,540 

経常利益(百万円) 3,777 17,303 20,253 15,184 36,387 

中間(当期)純利益(百万円) 94 8,225 6,150 3,408 15,218 

純資産額(百万円) 150,909 159,419 166,890 151,224 162,400 

総資産額(百万円) 430,368 536,457 530,233 429,289 532,285 

１株当たり純資産額(円) 422.82 452.70 481.65 427.40 465.20 

１株当たり中間(当期)純利益(円) 0.26 23.29 17.69 9.09 42.65 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

(円) 
― ― ― ― ― 

自己資本比率(％) 35.1 29.7 31.5 35.2 30.5 

営業活動によるキャッシュ・フロー(百万円) 4,897 13,902 13,536 20,124 31,739 

投資活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △23,698 △9,877 △11,418 △17,699 △13,749 

財務活動によるキャッシュ・フロー(百万円) △5,867 △5,667 △8,550 △15,786 △18,180 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 

(百万円) 
32,089 52,266 47,813 42,896 53,563 

従業員数 (人) 

[外、期中平均臨時雇用人員] 

17,327 

[－] 

23,585 

[－] 

22,558 

[2,750]

17,225 

[－] 

23,282 

[－] 

(2)提出会社の経営指標等      

売上高(百万円) 119,136 122,095 129,100 247,484 249,733 

経常利益(百万円) 1,587 6,766 5,953 6,876 12,622 

中間(当期)純利益(百万円) 933 2,364 2,915 2,983 4,539 

資本金(百万円) 26,283 26,284 26,284 26,283 26,284 

発行済株式総数(千株) 357,168 357,168 357,168 357,168 357,168 

純資産額(百万円) 118,278 118,881 116,703 118,401 117,202 

総資産額(百万円) 289,527 283,172 275,588 285,536 278,551 

１株当たり純資産額(円) 331.37 337.56 336.78 334.98 336.15 

１株当たり中間(当期)純利益(円) 2.61 6.69 8.38 8.38 12.90 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

(円) 
― ― ― ― ― 

１株当たり中間(当期)配当額(円) 1.50 5.00 5.00 5.00 10.00 

自己資本比率(％) 40.9 42.0 42.3 41.5 42.1 

従業員数(人) 5,589 4,736 4,568 5,444 4,671 



２【事業の内容】 

 当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社及び１０２の子会社、１５の関連会社によって構成されており、高級

金属製品、電子・情報部品、高級機能製品、サービス他の製造及び販売のほか、これらに付帯する事業を営んでいる。 

 当中間連結会計期間における主要な子会社及び関連会社は次の通りである。 

(注) ＊印の会社は、関連会社である。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

事業区分 主要な子会社及び関連会社 

 高  級 

 金属製品 

  

 日立金属アドメット(株)、日立金属工具鋼(株)、日立ツール(株)、(株)日立金属若松、 

 (株)安来製作所、(株)日立メタルプレシジョン、東洋精箔(株)、デムス(株)、青山特殊鋼(株)(＊）、 

 Hitachi Metals America, Ltd.、輝伸科技股份有限公司 

 電 子・ 

 情報部品 

 (株)ＮＥＯＭＡＸ、日立フェライト電子(株)、Metglas, Inc.、Hitachi Metals (Thailand) Ltd.、 

 Hitachi Metals America, Ltd.、Hitachi Metals Hong Kong, Ltd.、日立金属（蘇州)電子有限公司 

 高  級 

 機能部品 

 日立機材(株)、日立バルブ(株)、(株)アルキャスト、(株)真岡テクノス、(株)桑名クリエイト 

 東京精密工業(株)、(株)セイタン、(株)オートテック、(株)九州テクノメタル、 

 Hitachi Metals America, Ltd.、AAP St. Marys Corporation、Ward Manufacturing Inc.、 

 ACP Manufacturing Company LLC.、Nam yang Metals Co., Ltd、HN Automotive, Inc. 

 サービス他  (株)日立金属ソリューションズ、日機プランテック(株)、(株)ハイメック 

 Hitachi Metals Europe GmbH、Hitachi Metals Singapore Pte Ltd.、Hitachi Metals America, Ltd.、

 Hitachi Metals Hong Kong, Ltd.、日立金属(上海)有限公司 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な 
事業の 
内容 

議決権の 
所有割合 
又は被所
有割合 
(％) 

関係内容等 

役員の 
兼務等 
(人) 

営業上の取引 

（連結子会社）       

(株)日立メタルプレシジ

ョン 
 東京都港区 300 

高  級 

金属製品 
100.0 

兼任２ 

転籍３ 

当社製品の販売先 

及び当社の仕入先 



４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)であり、臨時従業員(パートタイマー及び嘱託契約の従業員等)は、［ ］内に当中間連結会計期間

の平均人員を外数で記載している。 

(2)提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

(パートタイマー及び嘱託契約の従業員等)を除いている。 

(3）労働組合の状況 

     労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成17年9月30日現在 

事業区分 従業員数（人） 

高 級 金 属 製 品 6,546 [850] 

電 子・情 報 部 品 9,201 [1,152] 

高 級 機 能 部 品 5,798 [572] 

サ ー ビ ス 他 700 [128] 

全 社（管理部門他） 313 [48] 

合         計 22,558 [2,750] 

  平成17年9月30日現在 

従 業 員 数（人） 4,568 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の世界経済は、米国経済は住宅投資を中心とした旺盛な個人消費に支えられ、引き続き拡大基

調を維持した。アジア経済は、中国・インドを中心に引き続き高い成長を継続し、欧州経済の成長は横這いとなっ

た。 

 一方、わが国経済は、個人消費と設備投資を中心とした内需拡大に伴い、緩やかな回復基調を示した。 

 当社グループの関連業界では、パソコンはモバイルパソコンの需要が伸長し、デスクトップ型についても液晶タイ

プの低価格化による普及がさらに進んだ結果、出荷が大幅に増加した。携帯電話販売は、国内市場が伸び悩んだもの

の、新興諸国を中心とした海外の需要増に支えられ増加した。半導体は、液晶テレビをはじめとしたデジタル家電お

よび携帯電話を中心としたＩＴ関連製品向けの需要に支えられ、引き続き好調に推移した。自動車は、国内生産は小

型車を中心に増加し、海外生産についても北米を中心とした生産増により増加した。鉄鋼生産は、国内製造業向けお

よび中国を中心に引き続き高い水準を維持した。建築については、民間投資は都市部のマンションを中心とした住宅

着工の増加や設備投資の伸長に支えられ増加したが、公共投資は厳しい財政状況の影響を受け減少した。 

 このような中で、当社グループにおいては、自動車関連製品および液晶テレビを中心としたＩＴ・家電関連製品の

好調を受け、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ4％増の284,195百万円となった。利益面については、

世界的な原材料価格の上昇の影響はあったが、コスト低減および価格是正の実施により、経常利益は前年同期に比べ

2,950百万円増の20,253百万円となった。また、当中間純利益は、事業構造改革および減損会計の適用による特別損

失発生の影響を受け、前年同期に比べ2,075百万円減の6,150百万円となった。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。各セグメントの売上高は、セグメント間内部売上高を含ん

でいる。 

①高級金属製品 

 金型・工具用材料および切削工具については、原材料価格上昇による価格是正に加え、自動車業界向けの需要が引

き続き好調だったことから、大幅に増加した。電子金属材料については、半導体向け材料が堅調に推移し、液晶パネ

ル関連材料についても引き続き好調であったが、ディスプレイ関連製品の生産調整の影響を受け、全体では大幅に減

少した。各種ロールは、中国向けを中心としたアジア向け輸出の好調に伴い、大幅に増加した。射出成形機用部品

は、記録メディア向けを中心とした射出成形機の生産減の影響を受け、減少した。この結果、売上高は117,498百万

円と前年同期に比べ18％増加し、営業利益は10,477百万円と前年同期に比べ、716百万円増加した。 

②電子・情報部品 

 フェライト・希土類等各種マグネットおよびその応用品については、自動車業界を中心とした需要増はあったが、

前期に実施した事業再構築の影響もあり、全体では減少した。携帯電話用部品については、アイソレータはアイソレ

ータレス化の影響等により減少したが、積層部品が携帯電話の生産増および当社製品のシェアの上昇により増加し、

全体では前年同期並みとなった。軟磁性材料については、ファインメットは当社製品採用品の生産調整の影響を受け

減少したが、アモルファス金属材料については、省エネルギー指向の高まりに伴い当社製品の採用増・出荷増を受

け、大幅に増加した。ＩＴ機器用材料・部材については、当社製品が評価・採用され、大幅に増加した。この結果、

売上高は77,944百万円と前年同期に比べ1％減少し、営業利益は7,920百万円と前年同期に比べ、1,709百万円増加し

た。 

③高級機能部品 

 高級ダクタイル鋳鉄製品については、好調な自動車生産に伴い需要が増加したが、製品の精選を進めた結果、対前

年同期比では減少した。耐熱鋳造製品は、当社製品の新規採用が進み大幅に増加した。アルミホイールについては、

海外向けが好調であったことから増加した。各種管継手については、大型建築物件が端境期にあったことや配管材質

の変化の影響を受け減少した。ステンレスおよびプラスチック配管機器は、新製品投入の効果はあったが工事量減の

影響を受け減少した。内装システムおよび構造システムは、大型建築物件が端境期にあったことや他材質品との価格

競合があったものの、自動車業界を中心とした活発な民間設備投資の影響もあり増加した。この結果、売上高は

87,711百万円と前年同期に比べ6％増加し、営業利益は3,355百万円と前年同期に比べ、399百万円減少した。 

④サービス他 

 国内販売、海外販売ともに好調であった。ただし、子会社の再編により、一部子会社について所属セグメントを変

更したことから、売上高および営業利益は大幅に減少した。この結果、売上高は、33,860百万円と前年同期に比べ

33％減少し、営業利益は403百万円と前年同期に比べ、367百万円減少した。 



 所在地別セグメントの業績は次のとおりである。 

①日本 

 自動車関連分野及びデジタル家電や携帯電話が好調に推移したことにより、売上高は243,451百万円と前年同期と

比べ4％増加し、営業利益は18,327百万円と前年同期に比べ、491百万円増加した。 

②北米 

 自動車関連分野が好調に推移したことにより、売上高は42,967百万円と前年に比べ16％増加し、営業利益は2,368

百万円と前年同期に比べ、751百万円増加した。 

③アジア 

 ＩＴ・自動車関連部品における需要の増加により、売上高は46,778百万円と前年同期と比べ18％増加し、営業利益

は1,824百万円と前年同期に比べ、453百万円増加した。 

④その他 

 自動車関連分野が好調に推移したことにより、売上高は11,070百万円と前年同期と比べ39％増加したものの、営業

損益は65百万円の損失となり前年同期に比べ、186百万円減少した。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取

得、有利子負債の圧縮及び自己株式取得の増加など支出が増加したことに加え、法人税等の支払額が増加したことに

より、前中間連結会計期間末に比べ4,453百万円減少し、当中間連結会計期間末には47,813百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は13,536百万円であり、前中間連結会計期間に比べ366百万円収入が減少した。これ

は、主に税金等調整前中間純利益15,461百万円（前年同期比1,430百万円収入の減少）、法人税等の支払額6,698百万

円（同3,405百万円支出の増加）があった一方、たな卸資産の増加額5,391百万円（同4,226百万円の支出の減少）が

あったためである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は11,418百万円であり、前中間連結会計期間に比べ1,541百万円支出が増加した。これ

は、主に有形固定資産の取得による支出11,810百万円（同1,564百万円支出の増加）があったためである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は8,550百万円であり、前中間連結会計期間に比べ2,883百万円支出が増加した。これは、

主に有利子負債の圧縮による支出4,767百万円（同1,186百万円支出の増加）、自己株式の取得による支出1,705百万

円（同993百万円支出の増加）、及び配当金の支払2,079百万円（同702百万円支出の増加）があったためである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

   当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 (注) 上記の金額は販売価額によっており、消費税等を含んでいない。 

(2)受注状況 

   当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 (注) 上記の金額には消費税等を含んでいない。 

(3)販売実績 

   当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 (注)１．上記の金額には消費税等を含んでいない。 

   ２．上記の各セグメントの金額にはセグメント間の内部売上高を含んでいる。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループは、最先端の素材とその応用技術により、環境に配慮した高品位の製品を提供し続け、より良い社会の実

現に貢献することを企業理念とし、そのために、独自の技術基盤と新しい技術の挑戦によって、さらに大きな価値と可能

性をタイムリーに創出することを使命としている。豊かな発想力と果敢な実行力で最良のソリューションを提供し、当社

グループの存立を支える株主・投資家、顧客および社会の合理的かつ継続的な満足をみたすとともに、従業員一人ひとり

が個性と創造力を磨き、活力ある会社を実現することが課題である。そのため、諸々の施策を行い、構造改革を推進して

いるが、当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更事項は生じていない。 

事業区分 金額(百万円) 前年同期比（％） 

高級金属製品 126,094 20.8 

電子・情報部品 77,634 △5.5 

高級機能部品 88,912 3.1 

サービス他 2,398 △15.4 

合計 295,038 7.0 

事業区分 金額(百万円) 前年同期比（％） 

高級金属製品 111,658 20.0 

電子・情報部品 64,374 △1.9 

高級機能部品 82,416 6.3 

サービス他 31,192 △38.4 

合計 289,640 1.0 

事業区分 金額(百万円) 前年同期比（％） 

高級金属製品 117,498 18.5 

電子・情報部品 77,944 △0.9 

高級機能部品 87,711 6.2 

サービス他 33,860 △33.3 

セグメント間の内部売上高消去 △32,818 － 

合計 284,195 4.0 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、以下の契約が契約期間の満了により、平成17年４月５日をもって終了した。 

  

 (技術導入契約) 

５【研究開発活動】 

 当社は開発型企業を目指し、従来より研究開発・新事業創出に注力している。平成13年4月からの社内カンパニー制

移行に伴い、新製品開発も各カンパニー主導で進め加速を図るとともに、従来のカンパニー枠を超えた新製品につい

てはコーポレート主導で開発を強化している。 

 また、開発分野に応じ日立製作所の主要研究所、大学、国公立研究所と共同研究、技術研究会および人材交流等に

より、一層高度な研究開発を行っている。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は5,875百万円、総売上高対比2.1％で対前年同期と同レベ

ルで、研究開発人員は当期末現在869名である。 

 当中間連結会計期間における各事業分野別の研究主要課題、主な研究開発成果は、次の通りである。 

（1）高級金属製品 

 当社ならびに日立ツール(株)が中心となって、高級特殊鋼・セラミックスの開発を行っている。当中間連結会計

期間の主な成果は、新冷間ダイス鋼ＳＬＤ－ＭＡＧＩＣ
® 、垂直磁気記録用ターゲット材料、新表面処理Ｔｒｉｂ

ｅｃ
® 、新点火プラグ用材料である。さらに、複合超硬ロール（ＤＵＰＬＥＸ

® ）の熱間狭幅板圧延への適用及び

プラスチック射出成形機用シリンダーライナー層への超鋼材の適用である。ほかに、加工能率と加工寿命を向上し

た工具である。 

 当事業に係る研究開発費は1,968百万円であった。 

（2）電子・情報部品 

 当社ならびにＮＥＯＭＡＸグループが中心となって、情報端末用高周波部品、ソフトフェライト、ファインメッ

ト
® 応用製品、光通信製品、高性能磁石等の開発を行っている。当中間連結会計期間の主な成果は、携帯電話端末

用アンテナスイッチモジュール、携帯電話用超小型アイソレータ、基地局アイソレータ部品、光通信用光スイッチ

モジュール部品、無線ＬＡＮモジュール、小型３軸加速度センサー、高Ｂｓソフトフェライト、次世代変圧器用新

アモルファス材料、ファインメット
® 応用製品、ＥＭＣ対策用ファインメット

® 応用製品、腕時計内蔵電波時計用

アンテナ、最大エネルギー積４７４ＫＪの焼結磁石である。 

 当事業に係る研究開発費は2,440百万円であった。 

（3）高級機能部品 

 当社ならびに日立バルブ(株)が中心となって、高級鋳物材料、鋳物製品とその製造技術、設計評価システム、

大・中型商用車ディーゼルエンジン排出ガス浄化用セラミックフィルタ（セラキャット®フィルタ）、管継手、バル

ブその他の配管用部材及び工法等周辺技術を含めた配管トータルシステムの研究開発を行っている。当中間連結会

計期間の主な成果は、以下の通りである。欧州で排気系耐熱鋳鉄製品の生産を開始した。アルミホイールの塗装を

クロムフリー塗装に順次切り替え中である。セラキャット®フィルタは、新長期規制後の対応を進めている。また、

鋳鉄管・鋼管兼用活管分岐継手の開発、ガス用エレクトロフュージョン継手の品質拡充、絶縁ガスメータ継手の品

質拡充、差込み形排水鋼管可とう継手、小型電動ボールバルブ「タイニーシリーズ」、シンク下床置式可動形グリ

ーストラップである。 

 当事業に係る研究開発費は1,450百万円であった。 

（4）サービス他 

 当社が中心となって、金属材料の分析、環境設備、マグネシウム合金部材等の研究開発を行っている。 

 当事業に係る研究開発費は17百万円であった。 

契約会社名 相手方 契約品目 契約内容 期間 

日立金属株式会社  

 (当社) 

Bayrisches Druckguß-

Werk Thurner GmbH & Co.KG 

 (ドイツ) 

ダイカスト鋳造技術

真空式ダイカスト鋳

造技術に関する非独

占的実施権の導入 

平成 2年4月6日から

平成17年4月5日まで 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）定款の定めにより、株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずることとなっている。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 500,000,000 

計 500,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株）（平成17年9月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 357,168,687 357,168,687 
(株)東京証券取引所市場第一部 

(株)大阪証券取引所市場第一部 
－ 

計 357,168,687 357,168,687 － － 

年月日 
発行済株式総数

増減数（千株） 

発行済株式総数

残高（千株） 

資本金増減額

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金増減額

（百万円） 

資本準備金残高

（百万円） 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日 
 ─ 357,168 ─  26,284  ─ 36,699 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか、当社保有の自己株式10,644千株（所有株式数の割合2.98％）がある。 

 ２．当中間期末現在における上記大株主の所有株式のうち信託業務に係る株式数は、当社として把握することが

できないため、記載していない。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他)」欄には、(株)証券保管振替機構名義の株式が16,000株含まれている。なお、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれていない。 

  平成17年 9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目6番6号 193,247 54.11 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町二丁目11番3号 19,226 5.38 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海一丁目8番11号 18,077 5.06 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 
東京都中央区晴海一丁目8番12号 4,726 1.32 

日立金属社員持株会 東京都港区芝浦一丁目2番1号 3,777 1.06 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目7番9号 3,592 1.01 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目6番6号 3,063 0.86 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号 2,847 0.80 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 2,549 0.71 

日立金属取引先持株会 東京都港区芝浦一丁目2番1号 2,289 0.64 

計 － 253,394 70.95 

  平成17年 9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,721,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 344,918,000 344,902 － 

単元未満株式 普通株式 1,529,687 － 1単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 357,168,687 － － 

総株主の議決権 － 344,902 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、(株)東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

執行役の役職等の異動 

事業役員の役職等の異動 

  平成17年 9月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立金属(株) 東京都港区芝浦1-2-1 10,644,000 ─  10,644,000 2.98 

青山特殊鋼(株) 東京都中央区新川2-9-11 63,000 ─  63,000 0.02 

出雲造機(株) 島根県安来市恵乃島町134 1,000 ─  1,000 0.00 

秦精工(株) 島根県安来市黒井田町691 1,000 ─  1,000 0.00 

日本カタン(株) 大阪府枚方市磯島南町13-1 12,000 ─  12,000 0.00 

計 － 10,721,000   10,721,000 3.00 

月別 平成17年4月  5月  6月  7月  8月  9月 

最高（円） 740 753 782 847 867 1,148 

最低（円） 651 685 682 780 779 862 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 執行役常務 

管理管掌(コーポ

レートビジネスセ

ンター) 

コーポレートビジ

ネスセンター長 

  

 執行役常務 

管理管掌(コーポ

レートビジネスセ

ンター) 

コーポレートビジ

ネスセンター長 

 輸出管理室副室長

 吉岡 博美 平成17年7月1日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 事業役員 

情報部品 

カンパニープレジ

デント 

 輸出管理室副室長 

 事業役員 

情報部品 

カンパニープレジ

デント 

  

 藤井 博行 平成17年7月1日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の

中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

1.現金及び預金   28,260   32,652   33,773  

2.受取手形及び売掛
金   108,645   114,530   113,806  

3.関係会社預け金   24,006   14,541   19,423  

4.有価証券 ※2  32   622   400  

5.たな卸資産   96,707   108,849   102,088  

6.繰延税金資産   12,985   13,192   14,226  

7.その他   9,604   7,789   7,441  

貸倒引当金   △1,638   △1,249   △1,309  

流動資産合計   278,601 51.9  290,926 54.9  289,848 54.5 

           

Ⅱ 固定資産           

1.有形固定資産 ※1,2          

(1)建物及び構築物  68,066   59,256   59,544   

(2)機械装置及び運
搬具  71,080   70,514   68,492   

(3)土地  61,394   54,174   57,228   

(4)その他  10,762 211,302 39.4 11,864 195,808 36.9 12,569 197,833 37.1 

           

2.無形固定資産   3,236 0.6  2,900 0.5  2,675 0.5 

           

3.投資その他の資産           

(1)投資有価証券 ※2 13,378   15,232   13,732   

(2)繰延税金資産  20,149   16,244   18,350   

(3)その他  10,707   9,854   10,617   

貸倒引当金  △916 43,318 8.1 △731 40,599 7.7 △770 41,929 7.9 

固定資産合計   257,856 48.1  239,307 45.1  242,437 45.5 

資産の部合計   536,457 100.0  530,233 100.0  532,285 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

1.支払手形及び買掛金   58,817   61,242   61,421  

2.短期借入金 ※2  69,961   68,381   69,624  

3.一年以内に返済予定
の長期借入金 

※2  7,237   10,174   6,987  

4.一年以内に償還予定
の社債   10,003   1,011   1,009  

5.繰延税金負債   －   3   3  

6.その他   43,478   43,099   44,340  

流動負債合計   189,496 35.3  183,910 34.7  183,384 34.5 

           

Ⅱ 固定負債           

1.社債    42,871   41,982   42,009  

2.長期借入金 ※2  50,927   46,474   53,161  

3.退職給付引当金   30,447   30,321   31,639  

4.役員退職慰労引当金   1,073   1,102   1,138  

5.繰延税金負債   3,809   3,165   3,190  

6.連結調整勘定   2,323   1,788   2,150  

7.その他   10,740   4,861   5,868  

固定負債合計   142,190 26.5  129,693 24.4  139,155 26.1 

負債の部合計   331,686 61.8  313,603 59.1  322,539 60.6 

（少数株主持分）           

少数株主持分   45,352 8.5  49,740 9.4  47,346 8.9 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   26,284 4.9  26,284 4.9  26,284 4.9 

Ⅱ 資本剰余金   36,700 6.8  36,701 6.9  36,701 6.9 

Ⅲ 利益剰余金   102,734 19.2  112,177 21.2  107,966 20.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,651 0.3  2,660 0.5  1,948 0.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △5,758 △1.1  △4,924 △0.9  △6,195 △1.2 

Ⅵ 自己株式   △2,192 △0.4  △6,008 △1.1  △4,304 △0.8 

資本の部合計   159,419 29.7  166,890 31.5  162,400 30.5 

負債、少数株主持分 
及び資本合計   536,457 100.0  530,233 100.0  532,285 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

Ⅰ 売上高   273,154 100.0  284,195 100.0  559,540 100.0 

Ⅱ 売上原価   214,053 78.4  221,869 78.1  438,995 78.5 

売上総利益   59,101 21.6  62,326 21.9  120,545 21.5 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※1  39,816 14.5  41,428 14.5  80,144 14.3 

営業利益   19,285 7.1  20,898 7.4  40,401 7.2 

Ⅳ 営業外収益           

1.受取利息  104   217   278   

2.受取配当金  68   98   84   

3.有価証券売却益  19   196   123   

4.持分法による投資
利益  172   －   85   

5.為替差益  297   285   195   

6.材料屑処分益  343   171   793   

7.連結調整勘定償却
額  410   355   818   

8.その他  1,313 2,726 1.0 1,483 2,805 1.0 2,536 4,912 0.9 

Ⅴ 営業外費用           

1.支払利息  1,277   1,312   2,496   

2.固定資産処分損  809   521   1,730   

3.製品補修費  114   87   223   

4.たな卸資産処分損  784   －   －   

5.たな卸資産評価損
及び処分損  －   474   1,623   

6.その他  1,724 4,708 1.8 1,056 3,450 1.2 2,854 8,926 1.6 

経常利益   17,303 6.3  20,253 7.1  36,387 6.5 

Ⅵ 特別利益           

1.確定拠出年金移行
差益  －   144   －   

2.固定資産売却益 ※2 391   238   3,709   

3.持分変動利益 ※4 1,681 2,072 0.8 － 382 0.1 1,681 5,390 0.9 

Ⅶ 特別損失           

1.会計基準変更時差
異償却による退職
給付引当金繰入額 

 1,511   －   3,093   

2.確定拠出年金制度
移行に伴う損失  －   －   41   

3.固定資産売却損 ※3 －   －   490   

4.事業構造改革特別
損失 

※5 973   2,148   8,651   

5.固定資産評価損 ※6 －   1,419   －   

6.固定資産減損損失 ※7 － 2,484 0.9 1,607 5,174 1.8 － 12,275 2.2 

税金等調整前中間(当
期)純利益   16,891 6.2  15,461 5.4  29,502 5.2 

法人税、住民税及び
事業税  4,584   4,390   8,871   

法人税等調整額  2,283 6,867 2.5 2,768 7,158 2.5 1,872 10,743 1.9 

少数株主利益   1,799 0.7  2,153 0.7  3,541 0.6 

中間（当期）純利益   8,225 3.0  6,150 2.2  15,218 2.7 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区 分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   36,699  36,701  36,699 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

1.自己株式処分差益  1 1 － － 2 2 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残
高   36,700  36,701  36,701 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   95,940  107,966  95,940 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

1.中間（当期）純利益  8,225 8,225 6,150 6,150 15,218 15,218 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

1.配当金  1,237  1,744  2,998  

2.役員賞与  194 1,431 195 1,939 194 3,192 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残
高 

  102,734  112,177  107,966 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区 分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益 16,891 15,461 29,502 

減価償却費 10,968 10,440 22,933 

事業構造改革特別損失 973 2,148 8,651 

持分変動利益 △1,681 － △1,681 

退職給付引当金の増加額又は減少額(△) 916 △1,285 1,700 

確定拠出年金移行差益 － △144 － 

有形固定資産売却益 － △331 △3,771 

有形固定資産除却損 603 － － 

有形固定資産処分損 － 521 2,184 

有形固定資産評価損 － 1,419 － 

固定資産減損損失 － 1,607 － 

受取利息及び受取配当金 △172 △315 △362 

支払利息 1,277 1,312 2,496 

売上債権の増加額(△)又は減少額 △4,380 259 △9,292 

完成工事未収入金の減少額 1,205 684 2,174 

たな卸資産の増加額(△) △9,617 △5,391 △15,127 

仕入債務の増加額又は減少額(△) 3,664 △918 6,624 

その他 △965 △2,162 △3,427 

小  計 19,682 23,305 42,604 

確定拠出年金移管金の支払額 △1,898 △1,427 △1,945 

事業構造改革特別損失の支払額 △561 △632 △2,292 

利息及び配当金の受取額 169 324 362 

利息の支払額 △1,334 △1,336 △2,568 

法人税等の支払額 △3,293 △6,698 △5,559 

高規格堤防補償収入 1,137 － 1,137 

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,902 13,536 31,739 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の償還による収入 1,000 － 1,000 

投資有価証券の取得による支出 △24 △306 △62 

投資有価証券の売却による収入 － 417 － 

連結子会社株式の売却による収入 － － 44 

有形固定資産の取得による支出 △10,246 △11,810 △24,109 

有形固定資産の売却による収入 905 915 11,435 

無形固定資産の取得による支出 △191 △564 △409 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △1,229 － △1,613 

その他 △92 △70 △35 

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,877 △11,418 △13,749 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純増加額又は減少額(△) 3,990 △1,545 3,545 

長期借入による収入 734 300 6,584 

長期借入金の返済による支出 △4,148 △3,522 △8,051 

社債の発行による収入 2,098 － 2,054 

社債の償還による支出 △6,255 － △16,131 

自己株式の売却による収入 3 1 7 

自己株式の取得による支出 △712 △1,705 △2,827 

親会社による配当金の支払額 △1,237 △1,744 △2,998 

少数株主への配当金の支払額 △140 △335 △363 

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,667 △8,550 △18,180 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 409 682 254 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額及び減少額(△) △1,233 △5,750 64 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 42,896 53,563 42,896 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額 10,603 － 10,603 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 52,266 47,813 53,563 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 
(1)連結子会社 
  国内連結子会社…45社 *2、*3、*4 
  在外連結子会社…55社 *1、*3、*4、*5 
主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 
２．事業の内容」に記載しているため、省略
した。 

１．連結の範囲に関する事項 
(1)連結子会社 
  国内連結子会社…43社 *1、*2、*3、*4 
  在外連結子会社…59社  
主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況
２．事業の内容」に記載しているため、省略
した。 

１．連結の範囲に関する事項 
(1)連結子会社 
  国内連結子会社…47社 *2、*3、*4、*5、*7
  在外連結子会社…59社 *1、*4、*5、*6 
主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況
４．事業の内容」に記載しているため、省略
した。 

   
 (注)当中間連結会計期間において、 

*1 

Hercunite Foundry Technology Ltd.、 

日立金属（蘇州）閥門管件有限公司、 

日立金属（東莞）特殊鋼有限公司、 

HMF Technology Korea Co.,Ltd.、 

NEOMAX TRADING(THAILAND) Co.,Ltd. 

を設立した。 

  

  

*2 
日立バルブ(株)は、ヒサゴバルブサービス
(株)を合併し、(株)安来製作所は(株)クスノ
キを合併した。 
  
  
*3 
(株)ＮＥＯＭＡＸ、Pacific Metals Co.,Ltd
は、株式追加取得により、関連会社から連結
会社となった。 
*4 
(株)ＮＥＯＭＡＸが連結会社となったことに
伴い、住特フェライト(株)、近畿住特電子
(株)、等19社が新規連結会社となった。 
*5 
Pacific Metals Co.,Ltdが連結会社となった
ことに伴い、Pacific Metals(Tianjin)  
Co.,Ltdを新規連結会社とした。 

 (注)当中間連結会計期間において、 

*1 

 (株)日立メタルプレシジョンを(株)安来製作 

 所より新設分割した。 

   

   

  

  

  

  

*2 
日立金属商事(株)(現 日立金属アドメット
(株))は、日吉鋼材(株)及び日栄鋼材(株)を合
併し、(株)日立金属エステート(現(株)日立金
属ソリューションズ）は、(株)エイチ・エ
ム・ケイを合併した。 
*3 
(株)ＮＥＯＭＡＸマテリアルは、大阪産業
(株)を合併した。 
  
*4 
日立金属工事(株)は解散した。 

 (注)当年度において 

*1 

Hercunite Foundry Technology Ltd.、 

日立金属（蘇州）閥門管件有限公司、 

日立金属（東莞）特殊鋼有限公司、 

HMF Technology Korea Co.,Ltd.、 

NEOMAX TRADING (THAILAND) Co.,Ltd.、 

日立刀具（上海）有限公司、 

Tokyo Seimitsu Kogyo (Thailand) Co,.Ltd、 

P.T.NX INDONESIAを設立した。 

*2 
日立金属工具鋼(株)を日栄鋼材(株)より、(株)
ＮＥＯＭＡＸマテリアルを(株)ＮＥＯＭＡＸよ
り新設分割した。 
  
  
*3 
日立バルブ(株)は、ヒサゴバルブサービス(株)
を合併し、(株)安来製作所は(株)クスノキを合
併した。 
*4 
(株)ＮＥＯＭＡＸ、Pacific Metals Co.,Ltd、
日本非晶質金属(株)、
P.T.Bukaka Forging Industriesは、株式追加
取得により、関連会社から連結会社となった。
*5 
(株)ＮＥＯＭＡＸが連結会社となったことに伴
い、住特フェライト(株)(現(株)ＮＥＯＭＡＸ
フェライト)、近畿住特電子(株)(現(株)ＮＥＯ
ＭＡＸ近畿)、等19社が新規連結会社となっ
た。 
*6 
Pacific Metals Co.,Ltdが連結会社となったこ
とに伴い、Pacific Metals (Tianjin) Co.,Ltd
を新規連結会社とした。 
*7 
ソート工業(株)は解散した。 

      
(2)非連結子会社…0社 

  

(2)非連結子会社…0社 (2)非連結子会社…0社 

２．持分法の適用に関する事項 
(1)持分法適用子会社 …0社 
持分法適用関連会社…18社 *1 
 関連会社の全てについて持分法を適用をし
ている。 
 主要な会社名は「第１ 企業の概況 ２．
事業の内容」に記載しているため、省略し
た。 

２．持分法の適用に関する事項 
(1)持分法適用子会社 …0社 
持分法適用関連会社…15社 *1 
 関連会社の全てについて持分法を適用をし
ている。 
 主要な会社名は「第１ 企業の概況 ２．
事業の内容」に記載しているため、省略し
た。 

２．持分法の適用に関する事項 
(1)持分法適用子会社 …0社 
持分法適用関連会社…16社 *1 
 関連会社の全てについて持分法を適用をして
いる。 
 主要な会社名は「第１ 企業の概況 ４．
関係会社の状況」に記載しているため、省略
した。 

   
 (注)当中間連結会計期間において 
*1 
(株)ＮＥＯＭＡＸが連結会社となったことに
伴い、双雄精密電子股份有限公司を新規持分
法適用会社とした。 

 (注)当中間連結会計期間において 
*1 
(株)システムメイトは解散した。 

 (注)当年度において 
*1 
(株)ＮＥＯＭＡＸが連結会社となったことに
伴い、双雄精密電子股份有限公司を新規持分
法適用会社とした。 

   
 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

３．連結子会社の中間連結決算日等に関する事
項 

３．連結子会社の中間連結決算日等に関する事
項 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 中間連結決算日と異なる中間決算日の会社
は次の通りである。 

 中間連結決算日と異なる中間決算日の会社
は次の通りである。 

 連結決算日と異なる決算日の会社について、
その決算日は次の通りである。 

(1)6月末日 
 上海日立機材有限公司 
 南陽金属 
 日立金属(蘇州)電子有限公司 
 日立金属(東莞)耐磨合金有限公司 
 日立金属(上海)有限公司 
 Shanghai Metglas Zhixin Amorphous  
Metals Co.,Ltd. 
 NEOMAX America,Inc.等海外20社 

(1)6月末日 
 上海日立機材有限公司 
 南陽金属 
 日立金属(蘇州)電子有限公司 
 日立金属(東莞)耐磨合金有限公司 
 日立金属(上海)有限公司 
 Shanghai Metglas Zhixin Amorphous  
Metals Co.,Ltd. 
 NEOMAX America,Inc.等海外23社 

(1)12月末日 
 上海日立機材有限公司 
 南陽金属 
 日立金属(蘇州)電子有限公司 
 日立金属(東莞)耐磨合金有限公司 
 日立金属(上海)有限公司 
 Shanghai Metglas Zhixin Amorphous  
Metals Co.,Ltd. 
 NEOMAX America,Inc.等海外23社 

      
(2)7月末日 
 東洋精箔(株) 
  
(3)9月第4日曜日 
 Hitachi Metals America, Ltd.、 
 Hitachi Magnetics Corporation、 
 AAP St.Marys Corporation、 
 Hitachi Metals North Carolina, Ltd. 
 Ward Manufacturing Inc.等海外11社 

(2)7月末日 
 東洋精箔(株) 
  
(3)9月第4日曜日 
 Hitachi Metals America, Ltd.、 
 Hitachi Magnetics Corporation、 
 AAP St.Marys Corporation、 
 Hitachi Metals North Carolina, Ltd. 
 Ward Manufacturing Inc.等海外11社 

(2)1月末日 
 東洋精箔(株) 
  
(3)3月第4日曜日 
 Hitachi Metals America, Ltd.、 
 Hitachi Magnetics Corporation、 
 AAP St.Marys Corporation、 
 Hitachi Metals North Carolina, Ltd 
 Ward Manufacturing Inc.等海外11社 

 中間連結財務諸表の作成にあたっては、同
日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決
算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っている。 

 中間連結財務諸表の作成にあたっては、同
日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決
算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っている。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現
在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については、連結上必要な
調整を行っている。 

   
４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
 (イ)有価証券 
 ・満期保有目的債券 
     …償却原価法 
 ・その他有価証券 
   時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場価格等に基
づく時価法 
(評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は総平均法
または移動平均法による) 

   時価のないもの 
…総平均法または移動平均法による
原価法 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
 (イ)有価証券 
 ・満期保有目的債券 
     …償却原価法 
 ・その他有価証券 
   時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場価格等に基
づく時価法 
(評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均
法または総平均法による) 

   時価のないもの 
…移動平均法または総平均法による
原価法 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
 (イ)有価証券 
 ・満期保有目的債券 
     …償却原価法 
 ・その他有価証券 
   時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格等に基づく
時価法 
(評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は総平均法
または移動平均法による) 

   時価のないもの 
…総平均法または移動平均法による
原価法 

   
 (ロ)デリバティブ 

…時価法 
 (ロ)デリバティブ 
     同   左 

 (ロ)デリバティブ 
     同   左 

   
 (ハ)たな卸資産 
 主として材料は移動平均法及び総平均法
による低価法、製品その他は、総平均法に
よる低価法によっている。 

 (ハ)たな卸資産 
   同   左 

 (ハ)たな卸資産 
     同   左 

   (追加情報) 
 材料の総平均法による低価法は、当中間連
結会計期間より新たに連結子会社となった子
会社の一部において適用している。 
  

 （追加情報） 
 有価証券の評価基準及び評価方法につい
ては、従来総平均法または移動平均法とし
ていたが、提出会社にて当中間連結会計期
間より総平均法による原価法から移動平均
法による原価法に変更したことから、当事
項の記載を移動平均法または総平均法に変
更している。この変更により、損益に与え
る影響はない。 

  (追加情報) 
 材料の総平均法による低価法は、当連結会
計年度より新たに連結子会社となった子会社
の一部において適用している。 

   
 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
 (イ)有形固定資産 
 当社および国内連結子会社は定率法を、
また、在外連結子会社は定額法を採用して
いる。(ただし、当社及び連結子会社は平
成10年4月1日以降に取得した建物(附属設
備を除く)は定額法によっている。) 
なお主な耐用年数は次の通り。 
 建物及び構築物   5年～50年 
 機械装置及び運搬具 5年～17年 

  

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
 (イ)有形固定資産 
 当社および国内連結子会社は定率法を、
また、在外連結子会社は定額法を採用して
いる。(ただし、当社及び連結子会社は平
成10年4月1日以降に取得した建物(附属設
備を除く)は定額法によっている。) 
なお主な耐用年数は次の通り。 
 建物及び構築物   15年～50年 
 機械装置及び運搬具 4年～14年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
 (イ)有形固定資産 
 当社および国内連結子会社は定率法を、
また、在外連結子会社は定額法を採用して
いる。(ただし、当社及び連結子会社は平
成10年4月1日以降に取得した建物(附属設
備を除く)は定額法によっている。) 
なお主な耐用年数は次の通り。 
 建物及び構築物   5年～50年 
 機械装置及び運搬具 5年～17年 

 (ロ)無形固定資産 
 当社及び連結子会社は定額法を採用して
いる。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては社内における利用可能期間(5年)に
基づく定額法を採用している。 
  

 (ロ)無形固定資産 
     同   左 

 (ロ)無形固定資産 
     同   左 

(3)重要な引当金の計上基準 
 (イ)貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上している。 

(3)重要な引当金の計上基準 
 (イ)貸倒引当金 
     同   左 

(3)重要な引当金の計上基準 
 (イ)貸倒引当金 
     同   左 

   
 (ロ)退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当連結
会計年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中間連結会計期
間末において発生していると認められる額
を計上している。 
  

 (ロ)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中間連結会計期間
末において発生していると認められる額を
計上している。 

 (ロ)退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当連結
会計年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上している。 
  
  

 会計基準変更時差異(29,627百万円)につ
いては、有価証券(時価11,028百万円)を退
職給付信託に拠出することで同額を一時に
費用処理し、残額(18,599百万円)は主とし
て5年による定額法により費用処理してい
る。 
 数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間による定額法により
翌連結会計年度から費用処理することにし
ている。 
 過去勤務債務は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間による定額法により費用
処理している。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間による定額法により
翌連結会計年度から費用処理することにし
ている。 
 過去勤務債務は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間による定額法により費用
処理している。 

 会計基準変更時差異については、有価証
券を退職給付信託に拠出することで同額を
一時に費用処理し、残額は主として5年に
よる定額法により費用処理している。 
 数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間による定額法により
翌連結会計年度から費用処理することにし
ている。 
 過去勤務債務は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間による定額法により費用
処理している。 

――――― 
(追加情報) 
 連結子会社中1社は、企業年金につい
て、平成17年4月1日に適格退職年金制度か
ら確定拠出年金（企業型年金）制度及び退
職一時金制度へ移行し、「退職給付制度間
の移行等に関する会計処理」（企業会計基
準適用指針第1号）を適用している。 
 当移行に伴う影響額は、当期に確定拠出
年金制度移行差益（144百万円）として特
別利益に計上している。 

(追加情報) 
 連結子会社中1社は、確定拠出年金法の
施行に伴い、平成17年2月に退職一時金制
度の一部について、確定拠出年金へ移行
し、「退職給付制度の移行等に関する会計
処理」（企業会計基準適用指針第1号）を
適用している。 
 当移行に伴う影響額は、当期に確定拠出
年金制度移行に伴う損失（41百万円）とし
て特別損失に計上している。 

      
 (ハ)役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員
退職慰労金規定に基づく当中間連結会計期
間末要支給額を計上している。 

 (ハ)役員退職慰労引当金 
     同   左 

 (ハ)役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員
退職慰労金規定に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上している。 

   
(4)重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨
への換算の基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の
直物為替相場により円換算し、換算差額は損
益として処理している。なお、在外子会社等
の資産及び負債は中間連結決算日の直物為替
相場により円換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円換算し、換算差額は少数株主
持分及び資本の部における為替換算調整勘定
に含めて計上している。 

(4)重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨
への換算の基準 

     同   左 

(4)重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨
への換算の基準 
 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物
為替相場により円換算し、換算差額は損益と
して処理している。なお、在外子会社等の資
産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に
より円換算し、収益及び費用は期中平均相場
により円換算し、換算差額は少数株主持分及
び資本の部における為替換算調整勘定に含め
て計上している。 

   
 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

(5)重要なリース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。 

(5)重要なリース取引の処理方法 
     同   左 

(5)重要なリース取引の処理方法 
     同   左 

   
(6)重要なヘッジ会計の方法 
 デリバティブ取引については中間連結決算
日に時価評価を行い、当期の損益に計上する
方法によっている。ただし、一部の子会社に
ついては繰延ヘッジ処理を適用しており、為
替予約等について振当処理の要件を満たして
いる場合には振当処理を適用している。 

  
―――――――― 

(6)重要なヘッジ会計の方法 
 デリバティブ取引については、原則として
繰延ヘッジ処理によっている。ただし、一部
の為替予約が付されている外貨建金銭債権債
務については、振当処理の要件を満たしてい
る場合は振当処理を採用している。 
  

  
 なお、ヘッジ会計を適用したヘッジ手段と
ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価
の方法は、以下の通りである。 
  
ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約 
 ヘッジ対象…借入金の利息、外貨建金銭債

権債務等 
ヘッジ方針 
ヘッジ対象の範囲内で為替、金利変動リス
クをヘッジしている。 

ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な
条件が同一であり、かつヘッジ開始時及び
その後も継続して相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動を完全に相殺するものと想
定することができるものについては、ヘッ
ジ有効性の判定は省略し、それ以外のもの
については、ヘッジ対象の相場変動の累計
とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し
て判断している。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 
 デリバティブ取引については連結決算日に
時価評価を行い、当期の損益に計上する方法
によっている。ただし、一部の子会社につい
ては繰延ヘッジ処理を適用しており、為替予
約等について振当処理の要件を満たしている
場合には振当処理を適用している。 

  
 なお、一部の子会社におけるヘッジ会計を
適用したヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジ有効性評価の方法は、以下の通り
である。 
ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段…金利スワップ、為替予約 
 ヘッジ対象…借入金の利息、外貨建金銭債

権債務等 
ヘッジ方針 
ヘッジ対象の範囲内で為替、金利変動リス
クをヘッジしている。 

ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段
の相場変動の累計とを比較して判断してい
る。 

（追加情報） 
 繰延ヘッジ処理及び為替予約等の振当処理
は、当中間連結会計期間より新たに連結子会
社となった子会社の一部において適用してい
る。 

―――――――― 

（追加情報） 
 繰延ヘッジ処理及び為替予約等の振当処理
は、当連結会計年度より新たに連結子会社と
なった子会社の一部において適用している。 

―――――――― （会計処理の変更） 

 デリバティブ取引については、一部子会社
を除き、従来中間決算日に時価評価を行い、
当期の損益に計上する方法によっていたが、
当中間連結会計期間より提出会社においても
繰延ヘッジ処理を適用することに変更した。
この変更は、ヘッジの効果を財務諸表に反映
させ、より適正な期間損益計算を行うためで
ある。 
 この変更により、従来の方法によった場合
と比較して、経常利益は39百万円増加してい
る。 

―――――――― 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための重要
な事項 
①消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっている。 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための重要
な事項 
①消費税等の会計処理 

     同   左 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な
事項 
  
①消費税等の会計処理 

     同   左 
②連結納税制度の適用 
 当中間連結会計期間から連結納税制度を
適用している。 

②連結納税制度の適用 
  連結納税制度を適用している。 

②連結納税制度の適用 
 当連結会計年度から連結納税制度を適用
している。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金の範囲 
 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない、取得日から
3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か
らなる。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金の範囲 

     同   左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資
金の範囲 

     同   左 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

───── (固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適

用している。これにより税金等調整前中間純

利益は1,607百万円減少している。 

───── 

  

  

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除している。 

  

  

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

(中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「完成工事未収入

金」（当中間連結会計期間 1,781百万円）は、金額的重要性が乏し

くなったため、流動資産の「その他」に含めて表示している。 

(中間連結貸借対照表) 

 「会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関する実務指針」の

改正について」、及び「「金融商品会計に関するＱ＆Ａ」の改正につ

いて」に基づき、当中間連結会計期間より投資事業有限責任組合等へ

の出資を投資その他の資産の「投資有価証券」に表示することとし

た。なお、前中間連結会計期間は投資その他の資産の「その他」に30

百万円含まれている。 

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示

していた「材料屑処分益」（前中間連結会計期間 181百万円）及び

「連結調整勘定償却額」（前中間連結会計期間 162百万円）は、営

業外収益の総額の百分の十を超えたため、当中間連結会計期間より区

分掲記している。 

 営業外収益の「為替差益」は、営業外収益の総額の百分の十を超え

たため、当中間連結会計期間において区分掲記している。なお、前中

間連結会計期間において為替差益は無かった。 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示

していた「たな卸資産処分損」（前中間連結会計期間 45百万円）

は、営業外費用の総額の百分の十を超えたため、当中間連結会計期間

より区分掲記している。 

(中間連結損益計算書) 

 前中間連結会計期間おいて、営業外費用の「その他」に含めていた

「たな卸資産処分損」（当中間連結会計期間 434百万円）を区分掲

記していたが、たな卸資産に係る費用を明確に表示するため、当中間

連結会計期間より、営業外費用の「その他」に含めて表示していた

「たな卸資産評価損」（当中間連結会計期間 40百万円）も含め、

「たな卸資産評価損及び処分損」（当中間連結会計期間 474百万

円）として表示を変更し、区分掲記している。なお、前中間連結会計

期間における「たな卸資産処分損」及び「たな卸資産評価損」は、そ

れぞれ784百万円と231百万円であり、「たな卸資産評価損及び処分

損」は、1,015百万円である。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めていた「有価証券の償還による収入」（前中間連

結会計期間 7百万円）は重要性が増したため、区分掲記している。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めていた「有形固定資産売却損」（当中間連結会計

期間  20百万円）は、前連結会計年度において当該科目の重要性が増

したため区分掲記したことに伴い、当中間会計期間においても「有形

固定資産除却損」（当中間連結会計期間 501百万円）との合計額を

「有形固定資産処分損」として区分掲記している。前中間連結会計期

間における「有形固定資産売却損」の金額は 0百万円である。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年3月31日） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額は、  
    412,337百万円である。 
  

※1.有形固定資産の減価償却累計額は、 
  396,094百万円である。 

※1.有形固定資産の減価償却累計額は、 
  399,397百万円である。 

※2.担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のとおりであ
る。 

※2.担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のとおりであ
る。 

※2.担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のとおりであ
る。 

土  地 5,970百万円

建  物 4,936 

その他有形固定資産 2,064 

投資有価証券 210 

計 13,180百万円

土  地   3,856百万円

建  物 4,296 

その他有形固定資産 2,054 

有価証券 22 

投資有価証券 － 

計 10,228百万円

土  地   5,237百万円

建  物 4,042 

その他有形固定資産 2,123 

有価証券 26 

投資有価証券 237 

計  11,665百万円

   
 担保付債務は次のとおりである。  担保付債務は次のとおりである。  担保付債務は次のとおりである。 

短期借入金 3,121百万円

長期借入金(1年以内返済予

定の長期借入金含む) 3,842 

計 6,963百万円

短期借入金  1,807百万円

長期借入金(1年以内返済予

定の長期借入金含む) 2,950 

計   4,757百万円

短期借入金   2,818百万円

長期借入金(1年以内返済予

定の長期借入金含む) 4,136 

計   6,954百万円

   
3.保証債務 
連結会社以外の会社等の金融機関借入金に
対し、債務保証を行っている。 

3.保証債務 
連結会社以外の会社等の金融機関借入金に
対し、債務保証を行っている。 

3.保証債務 
連結会社以外の会社等の金融機関借入金に
対し、債務保証を行っている。 

保 証 先 金 額 

従業員(住宅融資等) 6,573百万円

トーハク・物流サービス(株) 396 

(株)エコバレー歌志内 1,348 

計 8,317百万円

保 証 先 金 額 

従業員(住宅融資等) 5,502百万円

トーハク・物流サービス(株) 280 

(株)エコバレー歌志内 1,228 

計 7,010百万円

保 証 先 金 額 

従業員(住宅融資等) 6,059百万円

トーハク・物流サービス(株) 351 

(株)エコバレー歌志内 1,288 

計 7,698百万円

   
4.受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 4.受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 4.受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

受取手形割引高 497百万円

受取手形裏書譲渡高 670百万円

手形信託契約に基づく債権

譲渡高 8,996百万円

受取手形割引高    309百万円

受取手形裏書譲渡高    459百万円

手形信託契約に基づく債権

譲渡高   9,239百万円

売掛金の債権流動化による

遡及義務  1,916百万円

受取手形割引高   259百万円

受取手形裏書譲渡高    665百万円

手形信託契約に基づく債権

譲渡高   9,356百万円

    



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

※1.販売費及び一般管理費 
 主要なものは次のとおりである。 

※1.販売費及び一般管理費 
 主要なものは次のとおりである。 

※1.販売費及び一般管理費 
 主要なものは次のとおりである。 

科目 金額 
(百万円) 

荷造発送費 6,914 

販売雑費 1,487 

給料諸手当 12,102 

退職給付引当金繰入額 971 

福利厚生費 2,317 

減価償却費 671 

賃借料 2,151 

研究開発費 3,698 

貸倒引当金繰入額 175 

科目 金額 
(百万円) 

荷造発送費 7,155 

販売雑費 1,555 

給料諸手当 11,863 

退職給付引当金繰入額 1,229 

福利厚生費 1,940 

減価償却費 657 

賃借料 1,746 

研究開発費 3,900 

科目 金額 
(百万円) 

荷造発送費 14,181 

販売雑費 2,839 

給料諸手当 24,617 

退職給付引当金繰入額 2,284 

福利厚生費 4,654 

減価償却費 1,575 

賃借料 4,258 

研究開発費 7,372 

貸倒引当金繰入額 24 

※2.固定資産売却益 391百万円は、土地・建
物の売却益である。 

※2.固定資産売却益 238百万円は、土地の売
却益である。 

※2.固定資産売却益 3,709百万円は、土地・
建物の売却益である。 

   
※3. ────── ※3. ────── ※3.固定資産売却損 490百万円は、土地・建

物の売却損である。 

   
※4.持分変動利益 1,681百万円は、提出会社
の磁材事業の分割により(株)ＮＥＯＭＡ
Ｘが連結子会社となったこと及び同社の
転換社債の転換に伴う資本増加により発
生した持分変動差益である。 

※4. ────── ※4.持分変動利益 1,681百万円は、提出会社
の磁材事業の分割により(株)ＮＥＯＭＡ
Ｘが連結子会社となったこと及び同社の
転換社債の転換に伴う資本増加により発
生した持分変動差益である。 

   
※5.事業構造改革特別損失 973百万円は、特

別退職金及び環境事業の構造改革に伴う

費用である。 

※5.事業構造改革特別損失 2,148百万円は、

高級機能部品事業の一部と環境システム

事業の構造改革に係る費用及びサービス

他事業に含まれる関係会社の事業撤退に

備えた費用で、固定資産処分損 1,146百

万円、特別退職金 440百万円、その他の

費用 562百万円である。 

※5.事業構造改革特別損失 8,651百万円は、

磁材事業及び環境システム事業などの構

造改革に係るもので、固定資産処分

損 3,869百万円、特別退職金 1,200百万

円、その他の費用 3,582百万円である。 

   

※6. ――――― ※6.固定資産評価損 1,419百万円は、連結会

社間土地取引の未実現損失である。 
※6. ――――― 

   
※7. ――――― ※7.当中間連結会計期間において、当社グル

ープは、以下の資産について減損損失を

計上した。 

  
用  途 場  所 種  類 

 遊休資産 

福岡県京都郡苅田町

群馬県甘楽郡甘楽町

宮城県東松島市 

島根県安来市 

 土地 

 建物 

 機械装置等

※7. ――――― 

 当社グループは、キャッシュフローを生み
出す最小単位として、事業所、会社を単位に
資産のグルーピング行っている。上記資産は
遊休状態にあり、回収可能価額が帳簿価額を
下回っているため、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特
別損失（1,607百万円）に計上した。その内訳
は、土地1,410百万円、建物178百万円、機械
装置等19百万円である。 
なお回収可能価額は正味売却価額により測
定しており、土地については鑑定評価額等に
より、建物・機械装置等については合理的な
見積に基づき評価している。 
  

 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

1.現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

1.現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

   
現金及び預金勘定 28,260百万円

有価証券(MMF等) - 

関係会社預け金 24,006 

現金及び現金同等物 52,266百万円

現金及び預金勘定   32,652百万円

有価証券(MMF等) 620 

関係会社預け金 14,541 

現金及び現金同等物 47,813百万円

現金及び預金勘定 33,773百万円

有価証券(MMF等) 367 

関係会社預け金 19,423 

現金及び現金同等物 53,563百万円

   
   



（リース取引関係） 

次へ  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
 至 平成17年3月31日) 

１．リース物件の所有権が借り主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借り主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借り主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 
機械装 
置及び 
運搬具 

その他 
(備品等) 

合計 

取得価額相
当額 
(百万円) 

6,779 3,793 10,572 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

2,578 2,103 4,681 

中間期末残
高相当額 
(百万円) 

4,201 1,690 5,891 

 
機械装 
置及び 
運搬具 

その他 
(備品等) 

合計 

取得価額相
当額 
(百万円) 

7,374 2,990 10,364 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

3,327 1,694 5,021 

中間期末残
高相当額 
(百万円) 

4,047 1,296 5,343 

 
機械装 
置及び 
運搬具 

その他 
(備品等) 

合計 

取得価額相
当額 
(百万円) 

7,670 3,392 11,062 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

3,010 2,081 5,091 

期末残高相
当額 
(百万円) 

4,660 1,311 5,971 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 

  

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 1,988百万円

１年超 4,053    

 合計 6,041百万円

１年内      2,021百万円

１年超      3,557    

 合計      5,578百万円

１年内      2,142百万円

１年超 3,980 

 合計      6,122百万円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  

支払リース料 1,123百万円

減価償却費相当額 1,023百万円

支払利息相当額 86百万円

支払リース料  1,234百万円

減価償却費相当額  1,138百万円

支払利息相当額   78百万円

支払リース料  2,505百万円

減価償却費相当額 2,313百万円

支払利息相当額   186百万円

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっている。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

    同   左 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

    同   左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっている。 

・利息相当額の算定方法 

    同   左 

・利息相当額の算定方法 

    同   左 

      

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 1,329百万円

１年超 3,742    

 合計 5,071百万円

１年内     1,303百万円

１年超      2,479    

 合計      3,782百万円

１年内 1,351百万円

１年超      3,097    

 合計      4,448百万円

   

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 

   



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

区  分 （平成16年9月30日） （平成17年9月30日） （平成17年3月31日） 

 

中間連結 
貸借対照表
計上額 
(百万円） 

時 価 
(百万円） 

差 額 
(百万円）

中間連結 
貸借対照表
計上額 
(百万円） 

時 価 
(百万円） 

差 額 
(百万円）

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円） 

時 価 
(百万円） 

差 額 
(百万円)

①国債・地方債 － － － － － － － － －

②社  債 － － － － － － － － －

③そ の 他 － － － － － － － － －

計 － － － － － － － － －

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

区  分 （平成16年9月30日） （平成17年9月30日） （平成17年3月31日） 

 

取得原価 
(百万円） 

中間連結 
貸借対照表
計上額 
(百万円） 

差 額 
(百万円）

取得原価 
(百万円） 

中間連結 
貸借対照表
計上額 
(百万円） 

差 額 
(百万円）

取得原価 
(百万円） 

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円） 

差 額 
(百万円)

①株   式 2,286 5,176 2,890 2,223 7,510 5,287 2,223 6,209 3,986

②債   券          

 国債・地方債等 － － － － － － － － －

 社   債 1,004 1,012 8 1,002 1,008 6 1,002 1,016 14

 そ の 他 － － － － － － － － －

③そ  の  他 30 31 1 620 620 0 397 398 1

計 3,320 6,219 2,899 3,845 9,138 5,293 3,622 7,623 4,001

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

区  分 (平成16年9月30日) (平成17年9月30日) (平成17年3月31日) 

(1)満期保有目的の債券 

中間連結 
貸借対照表計上額 
(百万円） 

中間連結 
貸借対照表計上額 
(百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 
(百万円） 

①国債・地方債 － － － 

②社 債 － － － 

③その他 － － － 

計 － － － 

(2)その他有価証券 

中間連結 
貸借対照表計上額 
(百万円） 

中間連結 
貸借対照表計上額 
(百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 
(百万円） 

①非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 992 1,044 1,004 

②非上場外国債券 － － － 

③その他 6 6 6 

計 998 1,050 1,010 



４．その他有価証券のうち、満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

(注)1.有価証券について12百万円(その他有

価証券で時価のある株式8百万円、そ

の他有価証券で時価のない非上場株

式4百万円)の減損処理を行ってい

る。 

(注)1.有価証券について25百万円(その他有

価証券で時価のない非上場株式25百

万円)の減損処理を行っている。 

(注)1.有価証券について25百万円(その他有

価証券で時価のある株式11百万円、

その他有価証券で時価のない非上場

株式14百万円)の減損処理を行ってい

る。 

  2.減損処理の方針 

   下落率が50％以上の場合は、原則と

して減損処理の対象とし、時価と簿

価の差額については評価損を計上し

ている。下落率が30％以上50％未満

の場合は、その状態が3年に渡り継続

している有価証券を対象とし、時価

と簿価の差額について評価損を計上

することとしている。 

  2.減損処理の方針 

   同     左 

  2.減損処理の方針 

   同     左 

  （平成17年9月30日）

区   分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

①債   券    

  国債・地方債等 － － － 

  社   債 2 － 1,006 

  そ の 他 － － － 

②そ の 他    

  非上場外国債券 － － － 

  そ の 他 620 6 － 

  合計 622 6 1,006 



(デリバティブ取引関係) 

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

対象物の
種類 

取引の種類 

(平成16年9月30日) (平成17年9月30日) (平成17年3月31日) 

契約額等 
(百万円） 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円）

契約額等 
(百万円）

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円）

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

通貨 為替予約取引          

 買建          

  米ドル 151 156 5 247 250 3 82 83 1

  ユーロ 78 81 3 54 55 1 303 313 10

 売建          

  米ドル 5,406 5,402 4 4,742 4,843 △101 4,203 4,266 △63

  ユーロ 634 653 △19 － － － － － －

 通貨オプション取引          

 買建          

   米ドル売円買 3,979 46 △65 － － － 5,548 28 △2

   ユーロ売円買 － － － － － － 419 5 △4

 売建          

  米ドル売円買 7,958 135 △24 － － － 6,390 159 △129

   ユーロ売円買 － － － － － － 838 10 △1

 通貨スワップ取引          

  受取円・支払ドル 14,700 437 437 13,700 232 232 13,700 953 953

           

金利 スワップ取引          

  受取変動・支払固定 6,000 △90 △90 2,500 △9 △9 2,500 △15 △15

合  計 38,906 6,820 251 21,243 5,371 126 33,983 5,802 750



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日） 

  当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

(注)１．事業区分の方法 

製品の種類、製造方法、販売方法等の類似性、収益管理等の単位を勘案し、事業区分を行っている。 

２．各事業区分に属する主要な製品 

３．本セグメント情報の金額は消費税等抜きで表示している。 

４．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用（前中間連結会計期間995百万円、当中間連結会計

期間1,250百万円、前連結会計年度2,110百万円）の主なものは、提出会社の本社コーポレート部門に係る費用で

ある。 

 
高 級 
金属製品 
(百万円) 

電子・ 
情報部品 
(百万円) 

高級機能部品 
(百万円) 

サービス他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全 社 
(百万円) 

連 結 
(百万円) 

 売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 82,575 66,682 74,895 49,002 273,154 － 273,154 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
16,589 11,933 7,663 1,773 37,958 △37,958 － 

計 99,164 78,615 82,558 50,775 311,112 △37,958 273,154 

営業費用 89,403 72,404 78,804 50,005 290,616 △36,747 253,869 

営業利益 9,761 6,211 3,754 770 20,496 △1,211 19,285 

 
高 級 
金属製品 
(百万円) 

電子・ 
情報部品 
(百万円) 

高級機能部品 
(百万円) 

サービス他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全 社 
(百万円) 

連 結 
(百万円) 

 売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 107,109 66,685 81,023 29,378 284,195 － 284,195 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
10,389 11,259 6,688 4,482 32,818 △32,818 － 

計 117,498 77,944 87,711 33,860 317,013 △32,818 284,195 

営業費用 107,021 70,024 84,356 33,457 294,858 △31,561 263,297 

営業利益 10,477 7,920 3,355 403 22,155 △1,257 20,898 

 
高 級 
金属製品 
(百万円) 

電子・ 
情報部品 
(百万円) 

高級機能部品 
(百万円) 

サービス他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全 社 
(百万円) 

連 結 
(百万円) 

 売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 170,653 135,487 155,326 98,074 559,540 － 559,540 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
32,022 23,950 17,570 3,965 77,507 △77,507 － 

計 202,675 159,437 172,896 102,039 637,047 △77,507 559,540 

営業費用 183,847 146,062 164,487 100,100 594,496 △75,357 519,139 

営業利益 18,828 13,375 8,409 1,939 42,551 △2,150 40,401 

事業区分 主要製品 

 高級金属製品  

金型・工具用材料、電子金属材料（ディスプレイ関連材料、半導体等パッケージ材料、複写機・ＯＡ機器関連

部品）、各種ロール（鉄鋼圧延用ロール・非金属圧延用ロール・非金属用ロール）、射出成形機用部品、構造

用セラミックス用部品、鉄骨構造部品、鍛鋼品、切削工具 

 電子・情報部品  

硬質磁性材料（フェライト・希土類・鋳造・ボンドマグネット及びその応用品）、携帯電話用部品（アイソレ 

ータ、積層部品）、軟質磁性材料（ソフトフェライト、ナノ結晶軟磁性合金［ファインメット®］、 

アモルファス金属材料）、ＩＴ機器用材料・部材 

 高級機能部品  
高級ダクタイル鋳鉄製品、耐熱鋳造製品、アルミホイール、その他アルミニウム製品、各種管継手、ステンレ

ス及びプラスチック配管機器、冷却水供給装置、精密流体制御機器、内装システム、構造システム 

 サービス他  
環境分析・コンサルティング、金属材料の分析・調査・解析、マグネシウム他軽合金材料のプレスフォージン

グ成形品、その他の販売・サービス等 



【所在地別セグメント情報】 

  前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日） 

  当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)北   米 ……アメリカ 

(2)ア ジ ア ……シンガポール・中国・香港・台湾・タイ・フィリピン 

(3)そ の 他 ……ドイツ・イギリス 

３．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用（前中間連結会計期間995百万円、当中間連結会計

期間1,250百万円、前連結会計年度2,110百万円）の主なものは、提出会社の本社コーポレート部門に係る費用で

ある。 

 
日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連 結 
(百万円) 

 売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 206,687 33,325 25,486 7,656 273,154 － 273,154 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
28,222 3,776 14,087 299 46,384 △46,384 － 

計 234,909 37,101 39,573 7,955 319,538 △46,384 273,154 

営業費用 217,073 35,484 38,202 7,834 298,593 △44,724 253,869 

営業利益 17,836 1,617 1,371 121 20,945 △1,660 19,285 

 
日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連 結 
(百万円) 

 売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 209,005 34,837 29,484 10,869 284,195 － 284,195 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
34,446 8,130 17,294 201 60,071 △60,071 － 

計 243,451 42,967 46,778 11,070 344,266 △60,071 284,195 

営業費用 225,124 40,599 44,954 11,135 321,812 △58,515 263,297 

営業利益（又は営業損失） 18,327 2,368 1,824 △65 22,454 △1,556 20,898 

 
日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連 結 
(百万円) 

 売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 420,941 68,033 53,910 16,656 559,540 － 559,540 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
57,706 8,968 29,290 533 96,497 △96,497 － 

計 478,647 77,001 83,200 17,189 656,037 △96,497 559,540 

営業費用 443,110 72,967 80,189 17,113 613,379 △94,240 519,139 

営業利益 35,537 4,034 3,011 76 42,658 △2,257 40,401 



【海外売上高】 

  前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日） 

  当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

  

  （地域区分の変更） 

従来、欧州は「その他」に含めていたが、当該地域区分の重要性が増したため、当中間連結会計期間より「欧州」

として区分表示することに変更した。 

なお、変更後の区分によった場合の前中間連結会計期間、前連結会計年度の海外売上高は次のようになる。 

  

  前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日） 

   前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)北   米 ……アメリカ・カナダ 

(2)ア ジ ア ……韓国・中国・香港・台湾・シンガポール 

(3)欧   州 ……ＥＵ諸国 

(4)そ の 他 ……中南米 

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４．売上高の金額は消費税等抜きで表示している。 

 
北 米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

その他  
(百万円)  

計 
(百万円) 

Ⅰ.海外売上高 31,292 53,496 14,362 99,150 

Ⅱ.連結売上高  273,154 

Ⅲ.海外売上高の連結売上高に

占める割合 
11.5％ 19.6％ 5.2％  36.3％ 

 
北 米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

その他  
(百万円) 

計 
(百万円) 

Ⅰ.海外売上高 33,036 58,392 14,384 4,254 110,066 

Ⅱ.連結売上高  284,195 

Ⅲ.海外売上高の連結売上高に

占める割合 
11.6％ 20.5％ 5.1％ 1.5％ 38.7％ 

 
北 米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

Ⅰ.海外売上高 63,297 107,601 32,549 203,447 

Ⅱ.連結売上高  559,540 

Ⅲ.海外売上高の連結売上高に

占める割合 
11.3％ 19.2％ 5.9％ 36.4％ 

 
北 米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

その他  
(百万円)  

計 
(百万円) 

Ⅰ.海外売上高 31,292 53,496 10,374 3,988 99,150 

Ⅱ.連結売上高  273,154 

Ⅲ.海外売上高の連結売上高に

占める割合 
11.5％ 19.6％ 3.8％ 1.4％  36.3％ 

 
北 米 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

欧州 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

Ⅰ.海外売上高 63,297 107,601 23,746 8,803 203,447 

Ⅱ.連結売上高  559,540 

Ⅲ.海外売上高の連結売上高に

占める割合 
11.3％ 19.2％ 4.3％ 1.6％ 36.4％ 



（１株当たり情報） 

 (注)１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

   該当事項はない。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

1.１株当たり純資産額  452円70銭 1.１株当たり純資産額  481円65銭 1.１株当たり純資産額  465円20銭 

2.１株当たり中間純利益  23円29銭 2.１株当たり中間純利益  17円69銭 2.１株当たり当期純利益  42円65銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 8,225 6,150 15,218 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―  214 

（うち利益処分による役員賞与金(百万円)） (―) (―)  (214) 

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 8,225 6,150 15,004 

普通株式の期中平均株式数(千株) 353,206 347,693 351,760 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

 提出会社は、平成16年10月26日開催の取締

役会において、機動的な資本政策の遂行を可

能とするため、以下のとおり自己株式を取得

することを決議した。 

① 取得する株式の種類：普通株式 

② 取得する株式の総数：270万株（上限） 

③ 株式の取得価額の総額：14億円（上限） 

④ 自己株式取得の日程：平成16年10月27日

から平成16年12月30日まで 

 なお、上記の決議に基づく平成16年11月30

日現在での取得の進捗状況は次のとおりであ

る。 

取得した株式の総数：1,197,000株 

取得価額の総額：679,993,000円 

（東京証券取引所における市場買付による） 

──────── ──────── 

    



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 
 前中間会計期間末 

（平成16年9月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年3月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金  額 
（百万円） 

構成比
（％）

金  額 
（百万円） 

構成比
（％）

金  額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

1.現金及び預金  3,177   3,909   2,591   

2.受取手形  590   713   636   

3.売掛金  34,297   38,073   36,498   

4.完成工事未収入金  1,782   －   541   

5.関係会社預け金  24,006   14,541   19,423   

6.たな卸資産  36,159   41,168   36,961   

7.繰延税金資産  6,838   7,105   7,646   

8.その他 ※4 18,383   17,579   18,878   

貸倒引当金  △249   △1,147   △1,110   

流動資産合計   124,983 44.1  121,941 44.2  122,064 43.8

Ⅱ 固定資産           

1.有形固定資産 ※1          

(1)建物  19,081   18,164   18,509   

(2)機械及び装置  25,134   25,464   25,093   

(3)土地  18,780   18,290   18,873   

(4)その他  6,764   7,324   7,557   

有形固定資産合計  69,759   69,242   70,032   

2.無形固定資産  1,459   1,544   1,310   

3.投資その他の資産           

(1)関係会社株式  57,156   57,335   57,531   

(2)繰延税金資産  18,502   13,738   15,030   

(3)その他  11,961   12,079   13,006   

  貸倒引当金  △548   △265   △296   

 投資損失引当金  △100   △26   △126   
 投資その他の資産
合計  86,971   82,861   85,145   

固定資産合計   158,189 55.9  153,647 55.8  156,487 56.2

資産合計   283,172 100.0  275,588 100.0  278,551 100.0

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

1.買掛金  24,770   27,685   26,505   

2.短期借入金  33,095   33,191   34,261   
3.一年以内に返済予定
の長期借入金  －   4,000   －   
4.一年以内に償還予定
の社債  4,000   －   －   

5.未払法人税等  186   179   363   

6.関係会社整理引当金   －   844   －   

7.その他  18,631   14,735   15,740   

流動負債合計   80,682 28.5  80,634 29.3  76,869 27.6

Ⅱ固定負債           

1.社債  29,000   29,000   29,000   

2.長期借入金  35,000   31,000   35,000   

3.退職給付引当金  17,967   17,923   18,830   

4.役員退職慰労引当金  270   305   289   

5.その他  1,372   23   1,361   

固定負債合計   83,609 29.5  78,251 28.4  84,480 30.3

負債合計   164,291 58.0  158,885 57.7  161,349 57.9

           

 



 
 前中間会計期間末 

（平成16年9月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年3月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金  額 
（百万円） 

構成比
（％）

金  額 
（百万円） 

構成比
（％）

金  額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   26,284 9.3  26,284 9.5  26,284 9.4

Ⅱ 資本剰余金           

 1.資本準備金  36,699   36,699   36,699   

 2.その他資本剰余金  1   2   2   

  資本剰余金合計   36,700 13.0  36,701 13.3  36,701 13.2

Ⅲ 利益剰余金           

 1.利益準備金  6,571   6,571   6,571   

 2.任意積立金  45,184   45,080   45,184   
 3.中間（当期）未処分
利益  6,206   7,896   6,620   

  利益剰余金合計   57,961 20.5  59,547 21.6  58,375 21.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   123 0.0  174 0.1  141 0.0

Ⅴ 自己株式   △2,187 △0.8  △6,003 △2.2  △4,299 △1.5

  資本合計   118,881 42.0  116,703 42.3  117,202 42.1

  負債及び資本合計   283,172 100.0  275,588 100.0  278,551 100.0

           



②【中間損益計算書】 

 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
  至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 

  至 平成17年9月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年4月 1日 
  至 平成17年3月31日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

Ⅰ 売上高   122,095 100.0  129,100 100.0  249,733 100.0

Ⅱ 売上原価   102,051 83.6  110,423 85.5  210,631 84.3

  売上総利益   20,044 16.4  18,677 14.5  39,102 15.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費   14,097 11.5  14,205 11.0  28,367 11.4

  営業利益   5,947 4.9  4,472 3.5  10,735 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※1  3,210 2.6  3,302 2.5  6,099 2.4

Ⅴ 営業外費用 ※2  2,391 2.0  1,821 1.4  4,212 1.7

  経常利益   6,766 5.5  5,953 4.6  12,622 5.1

Ⅵ 特別利益 ※3  126 0.1  711 0.6  216 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4,6  2,772 2.3  3,015 2.4  5,288 2.1

 税引前中間(当期)純利益   4,120 3.3  3,649 2.8  7,550 3.0

 法人税、住民税及び事業
税  △818   △1,075   △2,216   

 法人税等調整額  2,574 1,756 1.4 1,809 734 0.5 5,227 3,011 1.2

  中間(当期)純利益   2,364 1.9  2,915 2.3  4,539 1.8

  前期繰越利益   3,842   4,981   3,842  

  中間配当額   －   －   1,761  

  中間(当期)未処分利益   6,206   7,896   6,620  
           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…総平均法による原価法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…総平均法による原価法 

    
 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定) 

    
 時価の無いもの 

…総平均法による原価法 

時価の無いもの 

…移動平均法による原価法 

  

時価の無いもの 

…総平均法による原価法 

   

  

（会計方針の変更） 

 有価証券の評価基準及び評価

方法については、従来総平均法

による原価法としていたが、有

価証券の売却損益をより迅速に

把握するために、当中間会計期

間より移動平均法による原価法

に変更した。この変更により損

益に与える影響は無い。 

  

  

    
 (2)デリバティブ 

…時価法 

(2)デリバティブ 

同  左 

(2)デリバティブ 

同  左 

    
 (3)たな卸資産 

製品、半製品、仕掛品 

高級金属製品の一部及び設備・

建築部材の一部 

…個別法による低価法 

(3)たな卸資産 

製品、半製品、仕掛品 

同  左 

(3)たな卸資産 

製品、半製品、仕掛品 

同  左 

 その他 

…総平均法による低価法 

  

    
 材料 

…移動平均法による低価法 

材料 

同  左 

材料 

同  左 

    
２．固定資産の減価償却

方法 

(1)有形固定資産 

…定率法 

 ただし平成10年4月1日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法 

 なお、主な耐用年数は、以下の

通りである。 

建物     5年～50年 

機械及び装置 5年～17年 

(1)有形固定資産 

…定率法 

  ただし平成10年4月1日以降に取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法 

  なお、主な耐用年数は、以下の

通りである。 

建物     15年～50年 

機械及び装置 4年～14年 

(1)有形固定資産 

…定率法 

   ただし平成10年4月1日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法 

  なお、主な耐用年数は、以下の

通りである。 

建物     5年～50年 

機械及び装置 5年～17年 

    
 (2)無形固定資産 

  特許権及び施設利用権 

…定額法 

(2)無形固定資産 

  特許権及び施設利用権 

同  左 

(2)無形固定資産 

  特許権及び施設利用権 

同  左 

    
   自社利用のソフトウェア 

…社内における利用可能期間

(5年)に基づく定額法。 

  自社利用のソフトウェア 

同  左 

  自社利用のソフトウェア 

同  左 

    
 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。 

(1)貸倒引当金 

同  左 

(1)貸倒引当金 

同  左 

    
  (2)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる金額を

計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

(25,372百万円)については、有価

証券(時価11,027百万円)を退職給

付信託に拠出することで同額を一

時費用処理し、残額(14,574百万

円、適格退職年金の積立超過額

(229百万円)を除く)については、

５年による按分額を費用計上して

いる。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により翌事業年度から

費用処理することとしている。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額を費用処

理している。 

(2)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる金額を

計上している。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により翌事業年度から

費用処理することとしている。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額を費用処

理している。 

(2)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、有価証券を退職給付信託

に拠出することで同額を一時費用

処理し、残額については、５年に

よる按分額を費用計上している。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分した額を翌

事業年度から費用処理することと

している。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額を費用処

理している。 

    
 (3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当社規定に基づく中間期

末要支給額を計上している。 

(3)役員退職慰労引当金 

同  左 

(3)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当社規程に基づく期末要

支給額を計上している。 

    
 (4)投資損失引当金 

 投資損失引当金は、関係会社等

への投資に係る損失に備えるた

め、当該会社の財政状態を勘案し

て必要額を計上している。 

(4)投資損失引当金 

  同  左 

(4)投資損失引当金 

  同  左 

  

    

   (5) ―――――  (5)関係会社整理引当金 

 関係会社等の整理に係る損失に備

えるため、当該会社の財政状態を

勘案して必要額を計上している。 

 (5) ――――― 

    
４．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同  左 同  左 

    
 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

５．ヘッジ会計の方法      ―――――   (1)ヘッジ会計の方法     

 繰延ヘッジ処理によっている。 

      ――――― 

    
    (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間会計期間にヘッジ会計を適

用したヘッジ対象とヘッジ手段は

以下のとおりである。 

 a.ヘッジ手段…為替予約 

 b.ヘッジ対象…外貨建金銭債権 

 

    
    (3)ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の範囲内で為替リスク

をヘッジしている。 

 

    
    (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に関す

る重要な条件が同一であり、かつ

ヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジ

有効性の判定は省略している。 

 

    
   （会計方針の変更） 

 デリバティブ取引については、

従来時価評価により生じる評価差

額を当期の損益として計上してい

たが、当中間会計期間よりヘッジ

会計を採用し、繰延ヘッジ処理を

適用することに変更した。この変

更はヘッジの効果を財務諸表に反

映させ、より適正な期間損益計算

を行うためである。この変更によ

り、従来の方法によった場合と比

較して、経常利益は39百万円増加

している。 

 

    
６．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式を採用している。 

(1)消費税等の会計処理 

同  左 

(1)消費税等の会計処理 

同  左 

    
 (2)連結納税制度の適用 

 当中間会計期間から連結納税制

度を適用している。 

(2)連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用している。 

(2)連結納税制度の適用 

 当事業年度から連結納税制度を

適用している。 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

  

――――― 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第6号 平

成15年10月31日）を適用している。これ

により税引前中間純利益は774百万円減少

している。 

なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除している。 

  

――――― 

   
   
   

前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 
196,523百万円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額
192,478百万円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 
197,076百万円 

   
 2.偶発債務 
 次の会社等の金融機関借入金等に対し、
保証を行っている。 

 2.偶発債務 
 次の会社等の金融機関借入金等に対し、
保証を行っている。 

2.偶発債務
 次の会社等の金融機関借入金等に対し、
保証を行っている。 

(注)上記保証額には保証類似行為の金額を含
めて表示している。 

(単位：百万円) 

保証先 金額 

Hitachi Metals America, 
Ltd. 17,319 

(株)日立金属エステート 5,863 

従業員(住宅融資等) 4,790 

(株)エコバレー歌志内 1,348 

(株)安来製作所 1,069 

ACP Manufacturing  
Company LLC 301 

Hitachi 
Metglas(India)Pvt Ltd. 350 

Ward Manufacturing Inc. 284 

Hitachi Metals Europe  
GmbH 81 

Hitachi Ferrite 
 (Thailand) Ltd. 445 

Hitachi Metals Singapore 
Pte. Ltd 0 

計 31,850 
(注)上記保証額には保証類似行為の金額を含
めて表示している。 

(単位：百万円)

保証先 金額 

Hitachi Metals America, 
Ltd. 19,088 

従業員(住宅融資等) 4,000 

(株)エコバレー歌志内 1,228 

(株)安来製作所 812 

(株)日立金属ソリューシ
ョンズ 536 

Hitachi Metals 
(Thailand) Ltd. 455 

Hitachi Metglas (India) 
Pvt.Ltd. 329 

ACP Manufacturing 
company LLC 258 

Hitachi Metals Europe  
GmbH 82 

Hitachi Metals Singapore
Pte.Ltd. 1 

計 26,789 

(注)上記保証額には保証類似行為の金額を含
めて表示している。 

(単位：百万円)

保証先 金額 

Hitachi Metals America, 
Ltd. 18,560 

従業員(住宅融資等) 

 (株)エコバレー歌志内 

4,419 

1,288 

(株)安来製作所 940 

(株)日立金属エステート 570 

Hitachi Ferrite  
(Thailand) Ltd. 417 

Hitachi  
Metglas(India)Pvt Ltd. 355 

ACP Manufacturing  
Company LLC 291 

Ward Manufacturing Inc. 260 

Hitachi Metals Europe  
GmbH 91 

Hitachi Metals Singapore 
Pte. Ltd 1 

計 27,192 

   
 3.手形信託契約に基づく債権譲渡高 

1,531百万円 

    

  

 3.手形信託契約に基づく債権譲渡高
1,456百万円  

   売掛金の債権流動化による遡及義務  

1,865百万円 

3.手形信託契約に基づく債権譲渡高 
1,423百万円 

    

  

   
※4.消費税等の取扱い 
 仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺
し、相殺後の金額52百万円は、中間貸借対
照表上の流動資産の「その他」に含めて表
示している。 

※4.消費税等の取扱い
 仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺
し、相殺後の金額210百万円は、中間貸借
対照表上の流動資産の「その他」に含めて
表示している。 

※4.消費税等の取扱い 
───── 

   



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

※1.営業外収益のうち ※1.営業外収益のうち ※1.営業外収益のうち 
受取利息         81百万円 受取利息        83百万円 受取利息        165百万円
有価証券利息       17百万円 有価証券利息       7百万円 有価証券利息       24百万円
受取配当金      1,792百万円 受取配当金      2,107百万円 受取配当金      3,010百万円

   
※2.営業外費用のうち ※2.営業外費用のうち ※2.営業外費用のうち 
支払利息        327百万円 支払利息        364百万円 支払利息        668百万円
社債利息        326百万円 社債利息        294百万円 社債利息        615百万円

   
※3.特別利益内訳 ※3.特別利益内訳 ※3.特別利益内訳 
固定資産売却益     126百万円 固定資産売却益     268百万円 固定資産売却益      210百万円

 関係会社残余財産分配益 443百万円 関係会社残余財産分配益   6百万円

   
※4.特別損失内訳 ※4.特別損失内訳 ※4.特別損失内訳 
会計基準変更時差異償却による退職給付
引当金繰入額     1,087百万円 
事業構造改革特別損失  966百万円 
投資損失引当金繰入額  100百万円 
関係会社貸倒引当金繰入額 
             619百万円 

固定資産減損損失    774百万円
事業構造改革特別損失 1,365百万円 
関係会社整理損        876百万円 

会計基準変更時差異償却による退職給付
引当金繰入額      2,174百万円 
事業構造改革特別損失 1,730百万円 
関係会社貸倒引当金繰入額 
           1,064百万円 
投資有価証券評価損      194百万円 
投資損失引当金繰入額    126百万円 

   
 5.減価償却実施額  5.減価償却実施額 5.減価償却実施額 
有形固定資産     3,236百万円 有形固定資産     3,304百万円 有形固定資産     6,925百万円
無形固定資産      227百万円 無形固定資産      235百万円 無形固定資産      456百万円

   
※6. ―――――――――  ※6.減損損失 ※6. ――――――――― 

  当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上し

た。 

 

 用  途 場  所 種  類 

 遊休資産 

福岡県京都郡

苅田町 

群馬県甘楽郡

甘楽町 

 土地 

 建物 

 機械装置等 

 

 当社は、キャッシュフローを生み出す最

小単位として、事業所単位に資産のグルー

ピングを行っている。上記資産は遊休状態

にあり、回収可能価額が帳簿価額を下回っ

ているため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失(774百万円)に計上した。その内訳は

土地577百万円、建物178百万円、機械装置

等19百万円である。 

なお回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地については鑑定評価額

等により、建物・機械装置等については合

理的な見積に基づき評価している。 

 

   



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

機械及び装
置 

1,137 638 499 

工具、器具
及び備品 

1,205 627 578 

その他 261 130 131 

合計 2,603 1,395 1,208 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

機械及び装
置 

1,566 647 919 

工具、器具
及び備品 

1,057 620 437 

その他 33 16 17 

合計 2,656 1,283 1,373 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

機械及び装
置 

1,568 564 1,004 

工具、器具
及び備品 

1,098 640 458 

その他 247 131 116 

合計 2,913 1,335 1,578 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 

  

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 551百万円

１年超 690 

 合計 1,241百万円

１年内    459百万円

１年超 943 

 合計      1,402百万円

１年内    570百万円

１年超 1,041 

 合計      1,611百万円

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  

支払リース料 323百万円

減価償却費相当額 308百万円

支払利息相当額 14百万円

支払リース料    349百万円

減価償却費相当額    328百万円

支払利息相当額   18百万円

支払リース料    649百万円

減価償却費相当額    617百万円

支払利息相当額   32百万円

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっている。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっている。 

・利息相当額の算定方法 

同  左 

・利息相当額の算定方法 

同  左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,067百万円

１年超 2,951 

 合計 4,019百万円

１年内      1,012百万円

１年超 1,942 

 合計      2,954百万円

１年内      1,068百万円

１年超 2,421 

 合計      3,489百万円

   

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

子会社株式 29,247 87,405 58,158 

関連会社株式 202 656 454 

合計 29,449 88,061 58,612 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

子会社株式 29,187 153,848 124,661 

関連会社株式 202 972 770 

合計 29,389 154,820 125,431 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 29,217 123,041 93,824 

関連会社株式 202 863 661 

合計 29,419 123,904 94,485 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

1.１株当たり純資産額  337円56銭 1.１株当たり純資産額   336円78銭 1.１株当たり純資産額  336円15銭 

2.１株当たり中間純利益  6円69銭 2.１株当たり中間純利益   8円38銭 2.１株当たり当期純利益  12円90銭 

 なお、潜在株式調整後一株当たり中間純利

益額については、潜在株式が存在しないた

め、記載していない。 

 なお、潜在株式調整後一株当たり中間純

利益額については、潜在株式が存在しない

ため、記載していない。 

 なお、潜在株式調整後一株当たり当期純

利益額については、潜在株式が存在しない

ため、記載していない。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 2,364 2,915 4,539 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (－) (－) （－） 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 2,364 2,915 4,539 

普通株式の期中平均株式数（千株） 353,237 347,717 351,788 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

 当社は、平成16年10月26日開催の取締役会

において、機動的な資本政策の遂行を可能と

するため、以下のとおり自己株式を取得する

ことを決議した。 

① 取得する株式の種類：普通株式 

② 取得する株式の総数：270万株（上限） 

③ 株式の取得価額の総額：14億円（上限） 

④ 自己株式取得の日程：平成16年10月27日

から平成16年12月30日まで 

 なお、上記の決議に基づく平成16年11月30

日現在での取得の進捗状況は次のとおりであ

る。 

取得した株式の総数：1,197,000株 

取得価額の総額：679,993,000円 

（東京証券取引所における市場買付による） 

               ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

               ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

平成17年10月25日開催の取締役会において、当期の中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(1) 中間配当による配当金の総額……………………1,733百万円 

(2) １株当たりの金額…………………………………5円 

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日………平成17年12月2日 

（注）平成17年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

（１） 有価証券報告書及びその添付書類                     平成17年 6月21日 

     （事業年度（第68期） 自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日)    関東財務局長に提出 

（２） 訂正発行登録書                             平成17年 6月21日 

                                        平成17年10月17日 

                                        関東財務局長に提出 

（３） 自己株券買付状況報告書                         平成17年 4月13日 

平成17年 5月13日 

平成17年 6月13日 

平成17年 7月13日 

平成17年 8月12日 

平成17年 9月13日 

平成17年10月13日 

平成17年11月11日 

平成17年12月13日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はない。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月２１日

日立金属株式会社   

 
代表執行役 

執行役社長 
本多 義弘 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐々木 武 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 藤野 譲  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立

金属株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日立金属株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）１．事業区分の変更に記載されているとおり、当連結会計年

度より、事業区分を「高級金属製品」「電子・情報部品」「自動車用高級鋳物部品」「設備・建築部材」「サービス他」

の５事業区分から「高級金属製品」「電子・情報部品」「高級機能部品」「サービス他」の４事業区分に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２２日

日立金属株式会社   

 
代表執行役 

執行役社長 
本多 義弘 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 片渕 勝  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 藤野 譲  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立

金属株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日立金属株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月２１日

日立金属株式会社   

 
代表執行役 

執行役社長 
本多 義弘 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐々木 武 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 藤野 譲  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立

金属株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６８期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日立金属株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２２日

日立金属株式会社   

 
代表執行役 

執行役社長 
本多 義弘 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 片渕 勝  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 藤野 譲  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立

金属株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日立金属株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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